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藤　　芳　　誠　　一
1．変化社会における管理者の能ガ
　企業が特定の製品ないしサービス分野で，量産体制をとることによって，規模拡大の成長をはかる
ことが可能であるときには，能率をあげるとか，生産性を向上するとか，コスト・ダウンをはかると
か，表現こそ違うが，「能率」という思考の枠のなかで解決できるマネジメンの武器で充分である。
　このマネジメント方式を「能率のマネジメント」と呼んでおこう。
　ところが，特定の事業分野での量産体制では，企業の存続・成長を約束できない事態が発生する。
たとえば技術革新の結果，特定の製品，あるいはその事業分野が斜陽化するならぽ，その事業分野で，
どんなに「能率のマネジメント」の武器をもってしても，企業の成長をはかることは困難である。存
続すら困難である。
　停滞ないし斜陽化する事業分野以外に脱出・進出をはからなければならない。そして，斜陽事業と
成長事業のウエイトづけの転換，さらに，交替をはからなけれぽならない。こうした事態を予測し，
それに対処するには，1能率のマネジメント」のヵテゴリーを超えたマネジメントを必要とする。そ
れを「戦略のマネジメント」と呼んでおこう。
　“カチカチ山”のおとぎばなしがある。“うさぎ”が背負っていた“タキギ”に“たぬき”がいたず
らをして火をつけ，“うさぎ”にやけどをさせた。“うさぎ”は「木の舟」と「泥の舟」を作り，“たぬ
きttを「泥の舟」にのせて，復しゅうしたという話である。「泥の舟」にコソピュータを積みこんで，
［木の舟」と競走してみても，勝敗は決まっている。「木の舟」か1泥の舟」かを選別することが先決
である。
　1泥の舟」に乗って能率をあげても効果はない。1一泥の舟」だと気がつけぽ「木の舟」に乗り換えな
ければならない。そして，そこで，能率をあげることによってより効果があがる。
　比較的変化の少ない社会，そこでの企業経営は「泥の舟」か1木の舟」かという事業分野の選別を
しなくても，「能率のマネジメント」で存続することができた。しかし，技術革新や産業構造の変化，
そして人間の生活様式や価値観の変化，さらに国際関係の変化というように，企業環境は激しく変わ
る。これまでの「木の舟」も「泥の舟」に変わる。したがって，木の舟か泥の舟かを見分け，乗り換
える機会をつかむことが必要になる。
　これが，「能率のマネジメント」と性格を異にする「戦略のマネジメント」である。この「戦略の
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぜいへんマネジメソト」は筆者がかねて主張しているように，変化社会に生きる企業の「蜆変の経営法則」（蝿
が幼虫から成虫になるとき脱皮する生態変化の状態を蜆変というが，企業もその生態変化を必要とす
るという意味）を意味するものである。（藤芳・阿部共著「管理と組織の革命」日本経営出版会）
　目標による管理製度は，管理者が部下の自主管理をすすめ，部下の能力を開発する管理手法である
だけではない。この「戦略のマネジメント」を具体化するシステムでなければ，変化社会の管理制度
として効果はない。その効果を持たせるには，管理者が「戦略のマネジメント」の重要性を企業環境
の変化とともに，正しく認識することがまずもって必要なのである。
　筆者は1960年以降，日本の管理者の意識調査を実施してきたが，管理老はそのポジションで，どん
な能力を重視しているか，60年の調査と70年の調査とを比較してみてみよう。
　調査項目が若干異なるし，設問のしかたが，60年には，“あなたのポジションであなたが重要と思う
能力”となっているのに対して，70年には，“あなたのポジションで要求される能力”となっており，
ニュアンスの違いがあるから，単純に比較することはできない。けれども，つぎのような変化の傾向
を摘出すことができる。
　（1）変化に対処する判断能力ないし決断力および企画立案に関する能力を重視する傾向が増大して
いること。
　②　部長，課長，係長という役職上下のポジションの違いに対応して，60年には，能力重視のパタ
ーンが異なるが，70年においては，役職別のパターン差がなくなってきている。この傾向はすでに66
年の調査からみられる（この調査データは産業能率短大刊「管理者革新」を参照されたい）。
　ところで，「変化を読み決断する能力」と「企画能力」が，現実のポジショγで要求される割合が
増大していることは，上記のデータで示されるが，管理者自身は，この面の能力を啓発する必要性を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より痛切に感じとっている。
　　　　　　　第1図　役職別管理能力の年度比較　　　　　　　　　　それは，将来，ますます，こ
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の面の能力を必要とするとみて
いるからであると同時に，もっ
とも不足している能力要素であ
るとの自己反省を示すものであ
る。この実体は，第2図で示さ
れている。
　68年と70年の調査で，共にポ
ジションでのパターン差はなく
なってきているから（60年と70
年の比較をした第1図の説明の
第2の特色），第2図は，管理職
全体として，「現在必要な能力」
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と「啓発したい能力」との対比
を示したものである。
　もちろん，業種やセクション
が違えば，ウェイトのおきどこ
ろが変わる。たとえば，企画管
理のセクションと製造現場や営
業現場のセクションとを比較し
てみると，第4図のようである。
　この第4図によると，現状に
おいて，企画管理セクションで
は企画力に圧倒的なウェイトが
求められ，現場関係では，統率
力と実行力にウェイトがかけら
れているが，これは当然理解で
きる点であり，また，将来啓発
したい能力においては，製造・
営業現場とも決断力と企画力
が，統率力と実行力にかわって
増大するのは，すでに指摘した
通りの傾向を示しているわけで
ある。ただ，ここで特長的なこ
とは，企画管理セクションで，
将来啓発したい能力において，
企画力よりも決断力にそのウェ
イトが移行していることであ
る。
　このことは，いかに現実の経
営環境の変化のスピードが速い
かを裏書きするもので，変化に
適応して，企画を現実の事業活
動に具体化するには，決断力が
伴なっていなければならないこ
とを認識してきたためである。
　現代の変化社会において，管
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第2図　管理者の現在能力と将来能力の対比
A1958年調査（2，000名）　　　　　　B1970年調査（1，700名）
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　　　　　第3図　役職別管理能力（1970年調査）
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　　第4図　セクション別管理能力（1970年調査）
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（注）企画・管理スタフ990（企画開発303，管理事務687）
　　生産・営業現場710（製造現場279，営業現場431）
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第5図　業種別管理能力（1970年調査）
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　　　　　　第1図から第5図までの1970年調査の設問
設問　あなたの職場において，あなたのポジションで，現在どんな能力が
いちばん要求されますか。また，あなたは将来に備えてどんな能力を啓発
していきたいと思いますか。
1．変化を読み決断する能力（決断）　2，価値ある仕事を企画する能力
（企画）　3．計画の能率的実行をはかる能力（実行）　4．部下を指導し
統率する能力（統率）　5．新しい業務に対処する専門知識（専知）
理者は「変化適応力」が必要で
あり，それには，決断力と企画
力が要求されることは，上記の
ことから明らかになった。た
だ，ここで注意すべきことは，
こうした「変化適応能力」すな
わち決断力や企画力が，企業の
事業活動に結実するためには，
「専門的業務知識」，それも新し
い業務に対処する専門的知識を
必要とする。
　それは，それぞれの専門分野
におけるスペシアリストに依存
することもできるが，しかし，
管理職が，その専門知識を理解
できたり，必要性を認識したり，
活用する分野を構想でぎること
が必要で，その限りにおいて，専門知識を身につける必要がある。
　専門知識は，「変化適応能力」を補完し現実化するものとして，管理者にも必要なのである。
　この専門知識を必要とする認識は，これまでに示した管理能力図表からわかるように，増大してき
ている。これも当然のことである。
　しかし，管理者のなかに，業務上の専門知識はいらない，管理能力があれぽよい，という単純な考
えを支持する人があれば，反省しなければならない。
　業務上の専門知識は，業務経験でマスターでき，年功で管理職に就き後輩が，かつて自分の体験し
てきた業務を新米として受継いでくるような，業務上の変化がない時代においては，専門知識は不要
であろう。
　専門知識と切り離して管理能力を問題にできたわけである。けれども，そんな時代ではない。自己
の経験した業務以外の，経験しない業務が続々と発生してくるのが，革新時代の経営である。そこで
の管理者であるためには，専門的知識を無視することは絶対にできない。
　革新時代のマネジメントは，新しい業務に対処する専門知識を管理者にも必要とするのである。そ
うあってこそ，「能率のマネジメント」から「戦略のマネジメント」に脱皮することを可能にするの
である。
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2．増大する「参画型」意思決定方式
　革新時代の経営においては，管理者自身が「変化適応能力」を身につけていてこそ，イノベーティ
ブ・マネジャーとして革新的リーダーシップを発揮する可能性が生まれるものの，自分だけなく，職
場の業務を，職場の組織を，変化に適応して革新していくためには，職場組織の構成員にそのニーズ
を認識してもらい，すすんで変革のアイデアや意見を提起してもらい，協力して変革をすめすていく
ことができなければ実現性がない。その実現のためのリーダーシップを，管理者は保持しなければな
らないのである。
　変化社会に生きる管理者の理想像を描いても，それを虚像たらしめず，実像たらしめるためには，
現実の職場組織における管理老行動に思い切った行動変革が必要である。それと同時に，職場組織そ
のものを古い概念の組織から脱皮させていくことも必要である。
　すなわち，職場活動を環境変化に適応させていくためには，まず変化適応の業務決定を，職場組織
の組織的意思決定として処置しなければならない。その処置を迅速に推進するのが管理者の役割りで
ある。
　ところが，この組織的意思決定を迅速に，しかも公正に行なうためには，実際問題としていろいろ
な障害がある。そのなかでも，大きな障害はつぎの点にある。
　1960年代の中ころまでは，「上層部の方針が不明確」であることと，「職務上の権限が不明確」で
あるということであった。1966年の調査で，管理者の業務運営を阻害する要因として，「方針不明確」
が30％，「職務権限不明確」が43％の多きにのぼった（1，440名の管理者調査，詳細は前掲書「管理
者革新」参照）。
　「上層部の方針が不明確」で「職務権限が不明確一1であれば，管理者が職場組織を運営するのに，
特に職場の意思決定を行なうのに，大変支障があることはわかる。
　しかし，当時長期経営計画ブームの時期であったにもかかわらず，あまりに激しい経営環境の変化
に対して，計数的長期計画資料の作成では対応できなかったし，また，職務権限を詳細に定めても，
反復的ルーティン業務ならともかく，業務内容が変化していくときには，職務分掌・職務権限自体が，
業務の実体に適応しなくなる事態が発生していた。
　こうした事態に，「方針を明確にし」「職務権限を明確化」しなければ，職場組織の運営ができな
いという発想のしかたに，問題があったということになる。
　したがって，長期計画作成万能主義が反省され，また脱権力意識が叫ばれたのも，そのためである。
　それでは，こうした反省をもとに，「職場運営の方法」，特に「職場における意思決定方式」はどの
ように変化してきているだろうか。その特長点は，上位役職依存の体制からの脱出にある。
　この傾向は，1960年代の後半から目立っている。この傾向は，すでにみたよう！こ，管理能力重要度
の役職段階別パターンの差がなくなり，部長，課長，係長ともに均質化していることからも察知でき
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るが，その背景には，役職段階の短縮とか課制廃止などの組織変革がすすめられてきた事情もある。
　それでは，上位役職依存の体制から脱皮して，どんな方向に展開しているのだろうか。
　それは，　「関係者参画」方式による「集団意思決定」の方法である。
　管理者の意見としては，職場で現実に実施している以上に，もっと採用すべきであるという意向の
強いことが示される。
　1970年調査の第6図から興味ある事実を発見する。現実に採用されている決定方法のなかで，上位
第6図職場の意思決定方式（1970年調査）
A　管理職全体の集計（％）
関係者参画
職場の方法 あなたの方法
58 66
専門家委任 16 23
上位役職　26 8
コンピュータ0 3
B　役職別分類（％）
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設問　あなたの所属する職場でものごとを決めるとき，職場ではどの方法をとることが多いですか。また，あなた
自身はどの方法をとることがよいと思いますか。
　1．関係者をできるだけ多く参加させ，衆知を集めて決定する。（関係者参画）
　2．内容ことにその分野の専門家に決定をまかせる。（専門家委任）
　3．責任は役職者にあるから，役職上位者の決定に従う。（上位役職）
　4．コンピュータではじきだされたデータを重視して決定する。（コンピュータ）
（注）その他リーダー100，部下持たぬ役付200，平社員100。大規模1，　283，中規模251，小規模186、
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役職依存が減少して関係者参画が増大する傾向は，役職上下，年齢高低にかかわらず，一般的に認め
られるわけだが，現実に採用されている決定方法で，役職上位の者ほど，また年齢の高いほうが，関
係者参画方式を多く採用していると見るのに対して，役職下位者ほど，また年齢の低いほうが，上位
役職の決定方式が多く，参画決定の度合が少ないと見ているという事実である。
　ここにギャップがある。これをどう判断するかであるが，役職上位者は下位者を決定に参画させて
いると思っているが，下位者は必ずしも十分に参画していると受取っていないためである。
　ところで，こうした「参画決定」方式をとるねらいは，問題を解決するのに，できるだけ広く情報
を集め，さらに解決への衆知を結集し，決定後の実行を集団の協力でスムーズに展開できる素地を作
り，しかも，決定に参加することによって，組織構成員の人間尊重をはかるという現代的組織観に適
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A　管理職全体1，700名の集計（％）
　　　　　　　情報不足
B役職別分類（％）
能力不足 権力追随 責任回避 根まわし
部長隊劇係剣言3些覆再持たぬ平社員
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C　セクションと規摸別分類（％）
企醐発管懸務陳造醐営業現場大規模1中規模1槻模
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設問　所属する職場で満足すべき公正な意思決定が妨げられる場合，どんな原因によることが多いでしょうか。
　1．決定に必要な前提となる事実や情報が不足するため。（情報不足）
　2．決定に必要な先見性や決断力などの能力に欠けるため。（能力不足）
　3．結果専任を恐れて勇気をもって決定の主導権をとる入がいないため。（責任回避）
　4．結果は特定の権力者の決定に従わなければならないため。（権力追随）
　5．慣行を考慮　周囲の替意をうる根まわしを必要とするため。（根まわし）
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応せんとする効果を求めるものと思われる。
　しかし果して，「参画意思決定」の方式を採用して，満足すべき公正な意思決定が実現できるだろ
うか。「参画意思決定」の方式が「動機づけのマネジメント」として大きな効果を持つことは容易に
了解しうるが，それが，変化社会に生きる企業に必要な「戦略のマネジメント」と融合するためには，
そこに，なんらかの手が打たれなけれぽならないだろう。
　その打つ手の最大のものは，管理者の情報収集能力と，すでに指摘した先行価値ある業務を設定で
きる企画能力を土台にして，リーダーシップを発揮するということである。管理者は「方針が不明確」
だとか「職務権限が不明確」だということを理由に，変革に挑戦することを避け，意思決定を回避し
てはならない。こうした障害は克明されつつある。しかし，それに代って新しい障害が表面化してき
た。それが皮肉にも，情報化社会といわれる時代における「情報不足」である。
　1970年調査の第7図公正な意思決定を阻害する要因をみると，それがわかる。
　この調査で特徴的なことは，「情報不足」が平均すると，阻害要因の約半分を占めるという事実で
あり，その評価は，役職位が上になるほど，また年齢が高いほど，多くなっていることである。役職
位が低く，また年齢が若いほうは，少ない分だけ，「権力追随」のほうがふえているという結果がみ
られる。
　役職位が上位であれば，意思決定の内容が高度化するわけで，それだけ，決定に必要な情報が収集
しにくいことは当然であるし，平均して，権力追随やその他の要因よりも「情報不足」により多く阻
害要因を求めているのは，マネジメントを「事実や情報」に即して行なうべきである，という経営態
度への変換を裏書きするものと判断できる。
　「マネジメント」が「権力」や「支配一1の体制から「情報」を土台にした「参画型意思決定」の体
制に軽換しつつあることがわかる。
　しかしここで管理者が，r情報不足」という阻害要因を克服せずに，“変化適応”の意思決定を，あ
るいは公正な意思決定を回避する材料にするならば，せっかくの体制軽換を徒花に終らせることにな
る。
　これからの管理者は，陳腐化した職制権限や年功に依存せず，「事実と情報」に基づいて，意思決
定への参画者を「納得」ないし「説得」して，しかも，変化適応の「決断力」と「企画力」をもって，
リダーシップを発揮してこそ，革新時代の「期待される管理者」たり得るし，組織ダイナミズム化時
代の組織運営者たり得るであろう。
　組織の運営者である管理者は，自分だけで仕事をするのではなく，「部下を指導し統率して，部下
の仕事をさせる」ということが，管理者の重要な職責とされることは，すでに一般的常識になってい
る。
　先に示した「管理者の現在能力と将来能力の対比」からわかるように，現状の職場では，「部下を
指導し統率する能力」が大きなウェイトを占めているが，将来啓発したい能力では，そのウェイトが
減少して，その分が「決断力」や「企画力」にまわっている。これは「部下統率の方法」の転換を意
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味する。
　すなわち部下を「かたち」のうえで，あるいは，「人間関係操縦的」方法で，統率することの限界
が認識されてきたためである。
　「ほんとうに統率」するためには，組織目標にとって価値ある仕事を発見し，効果のある業務を部
下に提供することか，大前提になるということの発見である。
　部下に生産性をあげ，能率をあげる努力をさせても，それが“泥の舟”に乗せてでは意味がないの
である。“木の舟”に乗せていかなければならないのである。
　こうした「マネジメント」の軽換を要請している要因は，繰り返し指適するように，変化社会に生
きる職場のマネジメントは「能率のマネジメント」の枠を超えて，「戦略のマネジメント」に誘導さ
れなければならなくなってきたからである。
　それと同時に，もうひとつの大きな原因は，働く人間の欲求が高度化し変化してきたため，「動機
づけのマネジメント方式」に変革が超ってきたからである、
3．組織動態化のニーズと実情
　マネジメントの概念を革新し，管理能力の変革を説法しても，それが精神論に終っては，戦略のマ
ネジメントを現実化できない。現実化するには現実の企業の組織制度や運営手続きを改革していかな
けれぽならない。
　管理者は既存の制度や手続きを所与のものとして，ただ受身で順応しているわけにはいかない。
　戦略のマネジメントを組織行動として現実化していくためには，組織運営者である管理者が，組織
を変革し，新しい運用の仕方を発案していく必要がある。もちろん，トップの決裁なしには実行でき
ないこともあろうし，変革への土壌を事前に作っておかなければならないこともあろう。しかし管理
者が行動を開始しなければ，「戦略のマネジメント」が組織に浸透しないことを忘れてはならない。
　さて，にごで，戦略のマネジメントを組織的に展開するのにどうすればよいか。若干の具体的問題
を提起してみよう。
　どのセクションでも，まず実行可能なことは，企業全体としての戦略目標と重点政策を確認するこ
と，それにもとついて，自己のセクションでの業務の総点検を行なう。その点検は，実務の軽重と緊
急度が一般基準である。それによって戦力の投入の仕方を変える。目標管理制度や参画型意意決定方
式を十分に活用する。たとえば，企画室の業務を点検すると，過去の成長路線に順応した長期計画の
計数的資料作成や，常務会の事務局的仕事に追われて，肝心の戦略目標に貢献すべき，企画業務その
ものがおろそかになっている場合がある。それがわかれば，業務の重点を変える。人材の入れ替えを
行なう。企画業務と事務局業を分離する。打つ手はいくらでもでてくる。
　戦略目標にそって，あるセクションで新しい企画が生まれた。そのセクションだけで実行できない。
いくつかのセクションにまたがる問題である。その場合，その企画の先行価値を検討して，価値あれ
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ば，直ちにプロジェクト・チームを編成する。
　能力主義だ・実力主義だと言われながら，また管理者には，権限意識にとらわれず，失敗をおそれ
ず・新しい業務は挑戦せよと言いながら，上層部は依然として年功人事で動かない。過去の年功者を
粗未に扱ってはならない。年配者を敬うことも日本の美風である。だから，その場合，部長，課長，
係長を年功資格制度の呼び名にして，待遇を与え，職制上の管理職は原則として40年代のなかばぐら
いまでにする。タテ系列の役職段階は短縮してよいのだから，その呼び名はマネジャーとチーフの2
段階でもよい。
　課制廃止を部分的に実施しても，また，プロジェクト・チームを採用しても，組織全体の骨組みが
動態化できない。基本が機能別部門組織であるからだろうが，かといって，機能別部門を解体するこ
ともできない。どうすればよいか。こんな障害に直面して困っているところもあるだろう（この点に
関しては，「組織力開発の再点検」中央公論経営問題，昭和46年夏季号を参照されたい）。
　この場合，メーカーで例をとれば，従来，生産と営業部門をライン部門をとし，研究開発や人事・
経理・情報などの部門はスタフ部門とされているが，これらをすべて，サービス部門とする。製造だ
けでも，販売だけでもその他のスタフ部門と同様，経営成果を自己完結できる部門ではない。企業の
戦略目標なり，特定の経営企画を実現するためのサービス部門である。この戦略目標や経営企画を事
業活動化するマネジメント・チームがいくつか作られる。このマネジメント・チームの長は，常務取
締役クラスで，最高経営責任を負う社長に直結し，社長を補佐するスタフであると同時に，各サービ
ス部門長に指示命令をして，その企画の執行を司るライン機関である。したがって，数個のマネジメ
ント・チームと機能別部門たる各サービス部門との間はファンクショナルな関係を結ぶことになる。
戦略目標や経営企画が変われぼ，マネジメント・チームが変わるという仕組みである。このマネジメ
ント・チームは製品牙りに編成されると限ったものではないが，製品別プロダクト・マネージャー制を
想像されると理解しやすいだろう。
　以上は筆者の私案であるが，与えられた組織や制度のうえで，変化社会に適応する戦略的マネジメ
ントを展開することが困難な場合があるのであって，そのときには，組織そのものを変革していく必
要があるわけで，その際，管理者は決して路傍の人ではあり得ないことを具体例で示したのである。
　「課制廃止」と「プロジェクト・チームの採用」状況を調べてみたが，第8図，第9図からわかる
ように・課制廃止に対しては世間でさわがれているほど実施されておらず，また，その結果に対する
評価もよくない。これに対して，プロジェクト・チーム制はかなり普及しており，賛成する管理者が
多い。そこで・プロジェクト・チームのねらいと，内部志向型から外部志向型への展開を検討してみ
よう。
　プロジェクト・チームは何よりもプロジェクトという言葉に内在する．「仕事をもくろむ」というこ
とが先行し・チームの参加者は・自己をその「仕事に投入する」ことを可能にする機動的組織でなけ
ればならない。
　日常業務を遂行する既存の定常的組織を前提にして，プロジェクト・チームの基本的性格を考えて
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A　「課制廃止」賛否の実状（人，％）
　「体験者」の賛否（人，％）
「課制廃止」の実情（ag70年調査）
管理職体験者
全 体
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1，　700名
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賛　否　の　程　度 人釧 ％??
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効果大（積極的賛成）
効果小（消極的賛成）
変化無（消極的反対）
弊害有（積極的反対）
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28
11
????
?）?
75
25
「体験者」のセクション別分類（人）
企画開発 管懸務摩造現場 営業現場 ? ?
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効　果　大
効　果　小
変　化　無
弊　害　有
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????
???
?↑?
??
?
??
????
???
??
合 計 76 48 17 17 158
設問　課制廃止についてあなたの体験上からのご意見をお聞かせください。
A．体験上から賛成
　1。廃止して組織の活動成果がたしかにあった。（効果大一積極的賛成）
　2．それほど成果はないが課制の弊害よりはまし。（効力小一消極的賛成）
B体験上から反対
　3．実質的にはもとの状態と変わらない。（変化無一消極的反対）
　4．組織秩序が乱れもとの状態よりも活動が渋滞。（弊害有一積極的反対）
B　「体験者」と「未体験者」の賛否理由（％）
賛　　成75 反　　対25
変化適応
@　　　℃、43
セクト解消
@17
適材適所一
@15 13 11 1
体瀦↑　未轍者↓／／，＿一／二＿…　’一 ＼モラール_　　減
31 11 12
統括不在
@　37
課制で
¥分81
賛　　成54 反　　対46
設問　課制廃止について，体験されないかたは推論して，体験されたかたは体験から，賛否の理由をおきかせく
　　　ださい。（回答欄は推論のかたと体験のかたと別です）
A．推論上から賛成（体験上から賛成）
　1．組織のセクショナリズムがなくなる。（セクト解消）
　2．適材が活躍できる。（適材適所）
　5．業務を変化に適応して処理できる。（変化適応）
B．推論上から反対（体験上から反対）
　4．昇進職位をなくすからモラールに悪影響を及ぼす。（モラール減）
　5．実務統轄の責任所在がなくなり組織運営に支障が多い。（統轄不在）
　6．現在までの部課制で十分やっていける。（課制で十分）
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第9図　「プロジェクト・チーム」の実情（1970年調査）
A　経験の有無
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設問　プロジェクト・チーム制の効果について，あなたのご意見をおきかせください。
A　プロジェクト・チーム制のマイナス面よりも有効性を認めるかたは，その理由を選んでください。（Aを選ん
　だかたはBを選ばないでください）
　1．戦略価値の高い仕事を臨機応変にできる。（戦略的仕事）
　2．人材を有効に活用することができる。（人材の活用）
　3．参加者が仕事に没入できて組織の効率があがる。（仕事に没入）
　4．セクショナリズムを排除でき組織がダイナミックになる。（組織の動態化）
B　プロジェクト・チーム制の有効性よりマイナス面を強く心配されるかたはその理由を選んでください。（Bを
　選んだかたはAを選ばないでください）
　1．人材と資金を投入するわりに着実な成果があがらない。（投入効果小）
　2。臨時組織だから参加者が落着いて仕事ができない。（仕事不安定）
　5．帰属部署が二重になるので地位や処遇が不安定である。（地位処遇不安）
　4．組織全体として指揮命令・責任権限の体系がくずれる。（責任体系不安定）
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みると，次のようであろう。
　（1）チーム編成の目的・課題が明確であること
　②　達成期限が限定された臨時組織であること
　⑧　チームのメンバーは目的・課題の達成に適材たる専門家であること
　（4）目標達成のための実行機関で，それに必要な実行権限を付与されること
　（5）チームののメンバーはミッションを自覚し，年齢，地位，身分に関係なくチームに自己を投入
　　　すること
　（6）チームはメンバーの主体的参加意識を基盤にして維持されること
　こうした基本的性格を考えることができるが，現実の企業で設置される場合にはいろいろな制約が
あって，必ずしも純粋なかたちで機能できるとは限らない。しかし，こうしたプロジェクトチームの
編成と運用を必要にしている要因を探ってみることにしよう。
　従来の企業組織はタテ割型の機能別組織で編成されている。タテ割型の機能別組織は，生産とか販
売とか，さらに経理とか人事とかいうように，経営機能の過程的分化や要素的分化に即応して，多数
のタテ割機能別部門に分化する。その機能部門の内部では，仕事の専門化の原則に従って，さらにタ
テ割に細分化される。課や係が生まれるのはそのためである。こうしたタテ割型の機能別組織は，発
生的には「繰り返し的に継続して起こる業務」「反復して処理できる業務」を対象として形成された
ものである。
　このタテ割機能別ライン兵隊がふえると，その兵隊の活動を指揮し監督する階層分化が起こる。こ
の階層分化のヨコ線との機能別分化のタテ線が交差するポジションが課長や係長などの役職位であ
る。こうしてできる組織を合理的に運営するために，機能別分化に対応して「職務分掌」を定め，階
層別分化に対応して「職務権限」を定めて，業務処理の能率化と指揮命令体系の一元化をはかってき
た。
　この合理的に見える機能別組織が，今日では固定化した組織，硬直化した組織，ビューロクラシイ，
あるいは静態組織と悪口をいわれ，種々の病理現象が指摘されるようになった。その基本的病理現象
を摘出し，どのように治療が加えられるべきか，動態組織へ向っての改造の方向を考えてみよう。
　静態組織では，どの課では，どの係では，どの係員は，というように，職務分掌規定や先例によっ
て，どんな仕事をするか，仕事の性質や仕事の範囲が定められている。課，係，係員は，その仕事が
やってくるのを持っていう。引き受ける仕事が規定や先例に合致しない場合には仕事を拒否する。他
の係や他の課と協力して引き受けられる仕事も拒否することがある。まして，どの係，どの課で担当
してよいか規定や先例にない仕事の場合にはまったく引き受け手がない。もちろん，これは極端なケ
ースである。しかし，仮りに，どこかのセクションで引き受けたとしよう。その仕事の処理決定に関
しては，権限規定上の定めがない。結局は上層部の決定を待たなければ進行しない。セクショナリズ
ム，規定万能主義，意思決定の鈍化という病状を生み出している。これを無理に解決しようとすれ
ば，仕事をトップ・ダウンさせ，ワンマン決定をしなければならない。しかし，それには企業規模が
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大きくなっている場合，実行不可能である。
　技術革新や産業構造の変化や国際経済関係の変化など・企業をとりまく環境・条件が変われば，企
業の取り扱う製品（サービス）ライソはもちろん事業分野さえ変わる。業務の処理方法も変わる。し
かも，その変化が短期間で継起する。問題は，繰り返し的，反復業務の能率的処理体制を企業組織の
基本構造として形成したところにある。そうした分野の業務がすべてなくなるわけではないが変化す
る新しい業務に取り組まなければならないのが変化社会の企業である。むしろ，新しい業務を創造し
開発していかなければならない。すなわち，仕事を待機し自己の基準で選別する組織から，仕事を発
見し変化に適応して創造する組織に転換させていかねばならない。これを目指するのが動態組織であ
る。
　人間は定まった仕事を十年一日のごとく，同じ方法でやるのは楽でよいだろうと思うが，そうでは
なく，変化を求めている。機械化が進めば人間の仕事を機械が奪うと反対した時期もあるが，単純な
仕事は機械にまかせて，自分の判断を注入できる仕事をしたいと思うのが現代人である。命令された
仕事を一定のルールでまちがいなくやりとげれば責任を負う必要もなく文句ないのにと思うことも見
当はずれで，仕事の意義や目標を知り，なぜそうしなければならないかの理由を理解し，そして自分
の意見や考えを表明したいと望んでいる。
　機能別組織で巨大化した組織においては，こうした現代人の欲求を抑圧するようなメカニズムにお
ちいる傾向が強い。仕事が単純でつまらない。命令で動かされているだけで機械の部品のようだ。組
織のなかで自分の役割が認識できない。ノルマと監督で自分の意思や才能を発揮できない。こうした
疎外感を抱くということは，組織からの自己分裂を意味する。生活手段としての利用価値があるか
ら，組織から完全に離れられないにしても，自分というものの主体一意識や感情一を対象たる組織に
投射しなくなる。
　動態組織は，組織に対するメンバーひとりひとりのプロジェクティブな精神を復活させることにあ
る。これが人間性の尊重とか，主体性の回復とか，疎外感の解消に連なることであり，能力の発揮と
その活用を可能にする処方箋である。
　静態組織から動態組組への転換過程が，現代のダイナミック・マネジメント時代の特徴である。プ
ロジェクトチームは，その一種の救世主である。
　ところで，組織の動態化というのは，単一企業の単一事業内部での業務処理体制を効率化する方策
にとどまるものではない。企業は事業の多角化を行なう。単一企業でも数種の異なる事業を営む。そ
のさい，1つの事業を独立の子会社に分離し，そうしてできた子会社を集団化して，集団的企業の形
態をつくることもある。
　事業の多角化・企業の集団化，その方法にはいろいろなものがあるが，こうした多角化や集団化を
実現して，変化社会において企業の成長戦略を可能にするマネジメンFが，外部志向のダイナミツク
マネジメント方式であり，それを支え，そこで形成される組織が，外部志向の動態組織なのである。
　したがって・その組織は・事業の目的，事業の効率と密着しており，それだけに環境情勢の変化に
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対応して，規模の拡大・縮少・転換が自由で，流動的である。
　この外部志向のダイナミックマネジメント方式は，ある一定の制度，慣習，規範，職制体系を備え
ている組織枠組のなかに，新しい事業を発芽させ，育成し，一定の組織枠組みを拡大して，企業の成
長をはかり，変化に適応する事業内容に転換させる仕組みとは異なる。一定の組織枠組みの外で，新
しい事業を発芽させ，育成し，分離独立した別個の組織枠組みを形成していくやり方である。1970年
代の企業成長戦略は，企業内部における技術開発に依存するだけではなく，コングロマリット化方式
やスピンアウト化方式などの採用で多様化するだろう。そうなってはじめて，一企業内での硬直化し
た機能別組織の動態化をはかるにはどうしたらよいか，せめてプロジェクトチームを採用して外部の
変化に適応しようという，受身型，内部志向型の動態組織から，プロジェクトチームを新しい事業，
そして独立できる企業への発生母体であるとみなす積極型（外部志向型）の動態組織に本格化する道
が開かれるであろう。
4．組織と人間疎外
　70年代は人間性回復の経営が必要であると叫ばれ，人間性疎外の克服が重大な課題となる。特に，
労働力不足を背景に賃金の上昇，労働時間の短縮など経済条件の引上げが実現されてくると，そうな
る。わが国もその時期を迎えるに至っった。
　現代産業における人間疎外研究で有名なロバート・ブラウナー（Robert　Blauner）は，「疎外と自
由」で，疎外現象を次のように分類する。
　第1は，技術革新の進行に伴なう作業の機械化，オートメ化，ビジネスオートメ化により作業の単
純化，標準化が進み，機械に技能が吸収され，労働老は創意・工夫の機会や度合が低下する。ここに
歯車意識や無力感（powerlessness）が生まれる。
　第2は，高度の分業の進展の結果，仕事の責任と権限，問題解決，意思決定が一般従業員の手から
監督者，管理者，経営者の手中へと吸収され，そこから仕事に対する無意味感（meaninglessness）
が生ずる。
　第3に，マルクスの生産関係における疎外であるが，機械，設備そして産出した製品に対する所有
権を喪失し，生産の成果（利潤）から切り離され，生産組織体そのものから，また目標から孤立感
（isolation）を味わう。
　第4に，組織の巨大化，官僚化によって管理の距離が遠く，そのうえ組織が制度的，機械的となり，
人間関係が希薄化し，一体感を喪失する。ここから自己疎外（self・estrangement）カミ起こる。
　第1類型の疎外現象は，機械化対人間化という視点で取り上げる限り解決しない。むしろ，人間労
働を機械的化するのではなく，単調な反復的仕事は機械に全面的に代行させるようにして，人間は創
意・工夫を注入しなければできないような仕事に取り組むようにさせることが必要であろう。もちろ
ん，その転換の過程には，依然として単純な仕事や単調な仕事が残る。それは，単純労働と複雑労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一119一
　　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
という関係で賃金格差を決定するのではなく・賃金決定の重要な要因に，人間がその仕事を選択した
がるか否かの選考要因を加えるべきだろう。そのほか，時間の短縮や，仕事と直接離れるけれども，
職場の運営などに関して，人格上の参画を推進することであろう。
　第3の類型は・資本主義的生産関係様式そのものに内在する体制上の疎外現象で，単純に解決でき
るものではない。ただいえることは，生産の所有からも，またその成果の配分からも疎外されるとい
うわけだが，日本の実状をみると，国際水準でみた場合，労働への分配率は低いと思う。企業の成長
率を若干落としても分配率を高めてよいと思う。革新と競争，そのためには先行投資を必要とする。
また好況と不況の波が来る。それは避けられない。けれども，そのシワヨセを働く者の犠牲に依存す
る傾向が強いように思われる。この点は，経営者や管理者の経営理念と社会的責任で回復をはかるこ
とはできる。
第10図　疎外意識の発生状況（1970年調査）
A　管理職全体の集計（％）
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たまにいる
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まったくいない
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鷺つたくな歪鐙くい・・t155215｝51｝1・45i141・58579
C年令別分類（％）
50歳以上 40歳以上 30歳以上 20歳以上
自　　　分 ? ? 自分陣囲自分周囲自分舳自分周囲
よくある たくさんいる 3 6 3 8 5 10 5 8
たまにある たまにいる 45 76 45 76 49 80 62 84
まったくない　　まったくない 52 18 52 16 48 10 33 8
設問　仕翁：が規則ずくめで行なわれ，担当する仕事の目的さえわからなくなり，自分の存在価値を見失う状態を
「疎外」といいます。あなたの所属する職場組織のなかでそのような疎外の気持をいだくことがありますか。
　A．あなた自身疎外の気持をいだくことがありますか。
　　　1．よくある　　　2．たまにある　　　3．まったくない
　B．あなたの職場で周囲の人を見たとき疎外の気持をいだいている人がありますか。
　　　1．たくさんある　2．たまにいる　　　5．まったくない
（注）管理職全体1，700，管理職年令別分類50才以上100，40才以上660，30才以上903，20才以上57。
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　マルクス流に考えれば，基本的には所有関係の体制を転換しなければ，疎外現象は解決できないと
いう論理になるだろうが，すでにイギリスが経験しているように，企業の所有形態を国有化したから
といって，職場における疎外現象が解消するものでもなく，社会主義体制のソビエトでも，生産性や
モラールの問題，社会のニーズと効率経営の問題が解決されるわけではないことに注意しておかなけ
ればならない。
　第2，第4の疎外現象に関しては，マネジメントの担当者がマネジメントの革新をはかることによ
って，疎外現象を相当程度に救済していくことができるはずである。この種の疎外現象は社会主義の
企業でもマネジメントのありかたで当然発生するものである。経済社会がゆたかになり，人間の欲求
が高度化してくれば，この種の疎外感を強く感じるようになる。特に戦中，戦後混乱期の欠乏と困苦
第11図　疎外意識発生の原因（1970年調査）
A　管理職全体の集計（％）
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C年令別分類（％）
50歳以上 40歳以上 50歳以上 20歳以上
????????????? ??????? ???? ?????（?? ?）???? ? ??????????
設問　一般論として，こうした疎外の気持をいだく人が，職場組織のなかにあらわれる基本的原因は，どこにあ
るとお考えになりますか。
　1．職場組織が資本主義という社会制度のうえに組み立てられているから，資本主義制度そのものに原因があ
　　る。（資本主義体制）
　2資本主義とか社会主義とかいう社会制度に関係なく，分業や機械化という職場組織独自のメカニズムに原
　　因がある。（組織メカニズム）
　3．職場組織の責任者や幹部が，組織を編成し，運営する方針やしかたに原因がある。（組織運営方法）
　4．自分の能力が不足していたり，克服する自立心を持たない人が，疎外の気持をいだくのであるから，個入
　　の側に原因がある。（個人自己欠陥）
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を経験しない若い世代の人たちにとっては，なおさらである。
　われわれの調査では，第10図に示すように，主として，組織との関係で発生する「疎外意識」を管
理者を対象に調べたわけであるが，〔よくある〕と〔たまにある〕を合わせると，5割にのぼる管理者
が，自己の所属する組織に自己の意識や感情を完全に投射できないでいることがわかる。
　管理者自己自身の判定に対して，周囲の人間には「もっと多く」疎外の感覚を抱いている人が多い
と判断している。
　ところで，こう・した「疎外意識の原因」については，設問方式が「組織との関係」で行なわれてい
るためであるが，「社会体制」に原因を求める者は極めて少なく，「組織のメカニズム」や「組織の
運営方法」にあるとする者が多い。特に，「組織の運営方法」は全体の原因のなかで5割を越えてい
る。これは，第11図でわかる。
　もちろん，疎外現象と疎外感覚との間にはギャップがある。それは，個人の自己欠陥と関連する。
二つの面で特徴的なことは，疎外の原因を自己欠陥に求める人は，年令の高い人に比較的多く，若い
人ほど自己欠陥を認めない。
　こうした傾向は，最近の労働力不足経済下における「転職問題」にもあらわれてきている。
　「生きるも死ぬも社会もろとも」一こんな人物像は，もうはやらない。朝日新聞社の“20代サラリー
マンの意識と行動”調査によると，「一生いまの会社にいるつもりはない。ウデをみがき，技術を身
につけて転職に備える」という発言が目立ち・500人のうち40％近くが「よい条件を示されたら，競争
会社にでも転職したい」と答えており，「自分にとって大切なこと」では，健康，知識および技術，
第12図　「転職」に対する見解（1970年調査）
A全体集計（％）
転職当然 転職損 会社もろとも
管理職平均 50 ??2 22
、
s．■@s一 、＼
平社員平均 72 ．●． B°D19幽．●．．° 9
B　管理職年令別分類（％）
50才以上 40才以上 30才以上 20才以上 合
??
1．転職当然 34 46 54
??
7 50
2．転　職　損 48 30 24 22 28
5・　・k社も・・も1 18 24 22 8 22
設問　「一生，いまの会社にいるつもりはない。腕をみがき，技術を見につけて転職に備える。良い条件が示され
れば転職したい。」若い世代には，こんな考えかたがふえていますが，あなたはこの考え方をどう思われますか。
　1．職業撰択自由の時代だから，条件がよければ職を変えることは当然である。（転職当然）
　2．多少条件は悪くても職を変えないほうが，結局得をする。（転職損）
　3．生きるも死ぬも会社もろとも。会社がつぶれてから変わっても遅くない。（会社もろとも）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－122一
　　　　　　　　　　　　　　　組織動態化と日本の管理者
友人，家庭についで，会社は5位にとどまっているという（朝日新聞・昭和45年3月26日）。
　本調査でも，第12図に示すように，その傾向は，よくあらわれている。転職自由の考えかたは，役
職階層が低く，年齢が若いほど大きいが，全体の50％が当然と認めている。
　会社べったりの愛社心は薄れている。こうした若い世代の心情を一概に非難することはできない。
企業に貢献できる実力もなく，他社に転職する機会をつかみ得ないままに，年功昇進で勤続年数だけ
自慢する過去の忠誠型人間像と比べれば，なんとなく「会社と自分」を結びつける意識よりは「仕事
と自分」を結びつける意識のほうが強くなっており，「職業を選択できる時代」の到来を意味すると
同時に，「自己実現の意欲」の高まりを象徴するものである。
　例のX理論，Y理論で著名なマクレガー教授の実証的根拠となっているピッツバーク大学のハー
ズ・バーク教授によると，人間が仕事について満足を感じたり不満足を感じたりする場合には，動機
づけ要因（motivative　factors）と環境要因（hygienic　factors）の2つの要因があるが，これら2つ
の要因相互に強い直接的関係はなく，環境要因が満たされなければ人間は苦痛を訴え欲求不満を起こ
すが，環境要因が満たされても動機づけ要因が満たされなければ，人間は仕事について満足を味わう
ことができないという。
　動機づけ要因とは，「仕事を達成すること」「責任を負うこと」「認められること」「進歩向上す
ること」「仕事そのもの」といった要因で，環境要因とは「賃金」r作業条件」「会社の方針・政策」
「監督技術」といった「仕事の周辺のもろもろのもの」を指すのである。
　マスロー（A．Maslow）は人間の欲求を，生理的欲求，安全の欲求，社会的欲求，自我の欲求，自
己実現の欲求というかたちで，低次のものから高次のものへ5つの階梯があることを示したが，現代
の日本は，人間の欲求の主座を占める部分が，高次のものに変わってきた。生理的欲求や安全の欲求
が人間欲求の主座を占めている場合には，賃金や終身雇用に人事管理の中心があり，権威主義的マネ
ジメントの効力があったけれども，自我の欲求や自己実現の欲求が人間欲求の主座を占める場合には，
そのマネジメント・システムは当然変わらなけれぽならない。
　高次の人間欲求を刺激し，満足せしめる新しいリーダーシップが必要となる。
5．人間尊重と日本的経営組織
　日本の企業が世界の企業と比較して，変化にたえ，成長力を秘めているのは，サソドウィッチの中
味にあたるミドルとしての有資格者が多いからである。特にアメリカでは，ミドルの実力者はスカウ
トされるし，自分の立身出世のために簡単に職場を変える。ホーソン実験のヒューマン・リレーショ
ンズ理論や最近の行動科学的研究が開発しているリーダーシップと集団と生産性の関係理論など，そ
れは研究にすぎず，実際の企業に定着していない。実際の企業は，より多くのマネーを追求し，より
高い地位を望む人間が，一時的に，ある特定の職場でビジネスとして集合しているにすぎない。
　日本の企業は，ホーソン実験や行動科学的研究の理論を勉強するしないにかかわらず，経営風土上
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第13図　「組織」のイメージ（1970年調査）
A　「組織」という言葉からの連想
48
管理職全体
の集計（％）
軍歯塾
　　　嚇
隊　単　b
15　　15　15　7
設問　あなたは「組織」という言業から何を
連想しますか。
　1．ピラミッド　2．野球チーム　3．軍隊
　4．細胞　5．歯車
B　自分と他人の組織観
52
33
15
13
　活躍舞台
ﾐ会に貢献
@　　　生活
@　　手段
@　安住の地
28
44
24
あなた自身 周囲の人
設問　一般論として，あなたは職場の組織を
どのように考えておられますか。また，あな
たの職場で周囲の人をみたとき。どんな考え
を持っている人が多いと思いますか。
　1．活躍舞台　2．安住の地　3。生活手段
　4．社会に貢献
C　職場組織の現状認識
????
共r・貸会
仕titの浜段
力量以上
力量制約
能力態度
手続制度
スラソク
少数精鋭
設問　組織のなかで仕事をしておられるあなたは，あなたの職場の現状を念頭において，「組織」をどのように
感じられることが多いですか。　　　　　　　　　　　　　　　　し
　1．・組織は仕事を達成するための手段だから，ルールや手続きにしばられる必要はない。（仕事の手段）
　　　・組織は人間が協力し合う一つの共同会社だから，ルールや手続きを尊重すべきである。（共同社会）
　2　・人間の能力や態度を変えれば成果があがる。（能力態度）
　　　・制度を変えればもっと成果があがる。（手続制度）
　3．・少数精鋭で組織力をいかんなく発揮している。（少数精鋭）
・／@　・運営のしかたでは総合力を出しうる余地がある。（スラック）
　4．・自分の力量が発揮できないのは組織に欠陥があるためだ。（力量制約）
　　　・自分の力量以上に運ぶ。組織には偉大な力がある。（力量以上）　　　　　　　　　　’
D　「共同社会」か「仕事の手段」かの年令別分類
共同社会
仕事の手段
50才以上
91
9
40才以上
91
9
30才以上
86
14
20才以上
87
13
?
計
88
12
一124一
　　　　　　　　　　　　　　　組織動態化と日本の管理者
として，集団主義優先であり，組織の人間共同体的側面を尊重する。
　それが，場合によっては，企業のコスト意識や利益観念を希薄にして，組織スラックを生みだすこ
ともあろうし，年功昇進の安定定着ムードのなかで，ビジネスのきびしさを忘れることもあるだろう。
企業は，コストや利益や実力や能力を無視して生きていけるものではない。だから，その場合，コス
ト・ダウンの技法を学び，利益管理の手法を採用し，実力を身につける研修に励めば，そのマイナス
面は回復できる。だが，個人の利益を犠牲にしても組織の利益を守るとか，ビジネスの基底に人間の
和があるという経営風土を形成することは容易なことではない。
　1971年の7～8月，アメリカの経営視察を行なった（日本経営合理化協会「アメリカ経営視察団」の
団長として）。視察した会社の経営者は，アメリカ経営学ならびに，アメリカの企業から学ぶべきも
のはもはやないはずだ。日本の企業から，アメリカ人が学ぽなければならないと語った。アメリカ人
が学ぶべき課題のひとつは，どうして，忠誠心の高い職場組織ができるのかという点にある。
　カリフォルニア大学（ロスアンゼルス）のナハムキイス教授（P．Nehemkis）は，日本の企業とア
メリカの企業の基本的相点を単純化すると，日本の企業は“人間の共同体”であるのに対して，アメ
リカの企業は，マネー，マネー，それを追求する“経済組織”にすぎないと断言した。（If　the　dis・
tinction　between　the　Japanese　and　American　corporations　can　be　simplified，　it　could　be　said　that
the　former　is　a　human　community，　whereas　the　latter　is　essentlally　an　economic　o㎎ganization．）
　われわれの調査第13図のBならびにCの1とDを見ても，組織の人間的側面および組織の社会的機
能をいかに高く評価しているかということがわかる。
　アメリカの一流ビジネスマンの間では，彼らの商売のあいさつに，あなたには義理がある，これは
私の恩返しですという言葉さえ使われている。（You　gave　me“Giri”．　This　is　my“On”to　you．）
　人間のキズナを大切にする商売，集団の運営を尊重する経営システム，ここに絶大な魅力を感じて
いるのが現在のアメリカ人である。日本人が忘れかけているもの，おろそかにしている点，そこに組
織バイタリィーの源泉を見つめているようである。
　国際化時代に，日本の経営の長所を，国際的視野に立って再発見し，それを両開発していくのも新
しい意味におけるイノベーターである。組織バイタリティーの源泉となる鍵を握るのはミドル・マネ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　1
ジメントである。ミドル・マネジメントは，その意味で日本的経営の長所の再開発者としての任務が
ある。1960年代は，西欧の，特にアメリカの経営技術を導入消化することで生産力を高めることがで
きた。1970年代はアメリカでさえ肩を並べる経済競争国となった。しかも，IMF体制は明らかにひ
びが入った。ひびが入ったカメは決してもとのカメには戻らない。
　アメリカ依存のアメリカ模倣の経営から脱出して，世界の模範となる経営方式を展開する時期が到
来した。それを開拓していくのは，それを期待できるのは，これからの管理者である。
　筆者は最近，東陶機器の工場を視察し，杉原社長の経営方針を直接伺う機会に恵まれた。社長就任
5年目であるが，出身は技術屋さんである。この会社が，現在陶器より水栓金具の売上げが高い割合
いを占めることによって，事業の多角化成長を実現した立役者こそ，杉原社長である。変化社会に生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一125一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
きる戦略のマネジメントを実現されていることは既に論じてきたことでわかる。筆者が感心したこと
はほかにある。そのひとつは，安定成長をはかる「企業経営基本式」
　　　　　　　　　　　　　　　M・K・（　　　11十　　N）（、1，）
　〔M一自己資本比率，K一総資本回転率，　L一売上高留保利益率，　N一売上高年成長率，　P一株式資
本比率〕
　（「エコノミスト」昭和46年新年号および3月号参照）を発案されたこと，もうひとつは，「人間尊
重」の信念を着々と経営に実現されていることである。
　「人間尊重」を口で唱える経営者は多い。けれども，独自で実行に移す経営者は少ない。同社長は，
「人間が人間を管理するとはおこがましい，労務管理はいけない」「マルクスの労働価値論は現代社
会には通用しない」という信念である。ところが現実の経営をみると，遅刻や早退で減給しているし，
従業員の給与は労務費でコストとして扱われている。これでは，労働力を時間で売買しているわけだ
し，物と同じ扱いになっている。そこで，社長の信念を実現すべく，遅刻や早退による減給は撤廃し
た。また，コストは材料費や経費だけにして，従業員の給与は利益のうちに含めた。すなわち，従業
員は労働力出資による受益者として，利益から給与と賞与の配分を受けるというわけである。現在，
同社の利益配分は，従業員の給与総額60％，内部保留20％，配当5％，税金15％という割合だそうで
ある。
　1970年代は「人間回復」「人間尊重」の経営時代と叫ばれている。この「人間尊重」の経営と変化社
会に生きる「戦略のマネジメント」とは矛盾対立するだろうか。「戦略のマネジメント」を企業利潤
の獲得という一元的目標で展開するならば当然対立する。しかし，従業員の「生きがい」を考慮しな
ければ人事管理が展開できないだろうし，公害問題や消費者運動を回避し，さらに1株株主運動を無
視して，資本の論理だけで企業の自律的行動を展開することはできないだろう。企業経営の目標は
「利潤追求」という一元的なものではなく，「社会的責任」や「人間尊重」という多元的なものとなる。
多元化すると同時に，「社会溜責任」や「人間尊重」という目標を優先する経営環境に変わってくる。
多元的目標をすすんで承認し，その間のアンタゴニスティックな関係を調整して，企業の存続をはか
るというマネジメントを展開することも，変化に適応する「戦略のマネジメント」である。ただ現状
では，「利潤追求」以外の目標を周囲の事情で止むなく考慮せざるを得ないという経営姿勢で臨んで
いる企業が多い。
　東陶機器の場合のように・「人間を尊重」する信念を経営者がすすんで経営政策に具体化する例は
極めて少ない。しかし・これからは，経営側がすすんで，こ5した態度をとっていく必要がある。そ
れを推進するのは，次代の経営を担なう現在の管理者ではないだろうか。その点，現代の管理者は，
新しい経営理念の確立に挑戦していくべきである。換言すれば，「能率のマネジメント」を脱出して
「戦略のマネジメント」の担い手となり，それを超えて，従業員からも，社会からも信嶺されるリー
ダーシップの保持者に転身・成長していくことが期待されるのである。
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Middle　Management　and　Dynamic　Organization　in　Japan
Seiichi　Fujiyoshi
　　　In　the　current　society　the　changing－speed　is　awful．　Management　environments．have　been
continuously　changing　because　of　variab韮e　factors　such　as　innovation，　changes　of　industr三al　structure，
changes　of玉ntemational　relations，　changes　in　labor　market　and　so　on．
　　　Management　of　the丘rms　becomes　di缶cult　to　secure　its　survival　and　growth　by　means　of　mass・
producing　same　kind　of　goods　through　same　production　method－through　scale・expansion　method．
　　　It’li　be　necessary　to　take　the　strategies　such　as　developing　new　products，　diversifying　the　products，
developing　a　growing　business，　and　withdrawing　out　of　the　declining　business．
　　　Under　such　backgrounds，　how　to　manage　the　firm　also　changes．　That　is，　it　changes　from
“e缶ciency－oriented”management　to“adaptable．to．changes”and“strategy－oriented”management．
　　　Therefore“management”concept　has　been　modi丘ed，　which　dated　from　H．　Fayol，　Management
functions　based　on　classical　management　concept　made　such　functions　as　planning，　organlzing，　directing，
and　controlling　key，　At　present，　such　functions　as　innovating，　creating，　motlvating，　and　decision・maklng
are　added　besides．　Of　course，　Decision－Making　Theory　School　also，　has　started　which　originated　from
C．1．Barnard　and　H，　A，　Simon．
　　　Middle　management　in　the　Japanese丘rms　has　contributed　to　growth　of　the　Japanese　ones
immensely．　However，　abilities　which　were　needed　to　management　in　1960’s　become　different　from
ones　in　1970’s．　Judging　from　the　data　of　a　research　on　the　actual　conditions，　abilities　such　as
κcomprehending　changes”，‘‘deciding”　and　‘‘planning”　are　emphasized，　and　‘‘special　technical
ability‘‘that　one　could　cope　with　new　business　becomes　to　be　required　as　one　of　the　managers’
abilities．
　　　The　firms　need“strategy　management”，　coping　with　changes　stemmed　from　the　changing－society，
Management　also　needs　abilities　that　one　could　cope　with　these　changes．　The　firm，　however，　is　not
managed　by　a　person，　but　by　organizations．　Then　the　problems　occur；how　should　be　the　organizations
managed　successfully？
　　　First，　it　is　the　problem　to　develop　activities　of　the　organizations　smoothly，　having　the　persons
concerned　participate　ln　decision・making　as　far　as　possible．　This　results　in　having　the　participants
increase‘‘loyality　to　the　organization”and‘‘wlllingness　to　contribute’㌔
　　　Secondly，　the　existing　organizations　have　sectionalism，　are　pyramid　shape，　and　become　inHexible
ones　which　could　not　cope　with　changes　quickly．　The　problem　is　to　dynamize　these　organizations．
Accordlng豆y　the丘rm　abolish“section　system”，　and　adopt　project　team　system　increasingly．
　　　It　is　said　that　management　in　1970’s　should　orient　to“human　respect”．
　　　Alienation　phenomena　in　the　organizations，　in　reality，　occur，　even　according　to　the　research．
　　　They　are　meaninglessness　to　the　lob，　isolation　from　objectives，　and　powerlessness　within　the
organizations　and　so　on．
　　　It　is　necessary　to　dissolve　these　“alienation　feeling”by　means　of　devising　composition　and
operation　of　worK　organlzations，　The　duty　is　placed　on　midd［e　managemenし
　　　Prof．　P．　Nehemkis，　University　of　California，　Los　Angeles，　compared　Japanese　management　with
American　one，　and　pointed　out　as　follows．
　　　　If　the　distinction　between　the　Japanese　and　Ameridan　corporations　can　be　slmpli丘ed，　it　could　be
said　that　the　former　is　a　human　community，　whereas　the　latter　is　essentially　an　economic　organization．
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　　　Among　American　top　businessmen，　even　the　following　words　are　used，　in　their　business　greetings，
You　gave　me“Giri”．　This　is　my‘‘On”．
　　　The　management　method　which　respects　humaneness，　and　operating　collectively　in　bus三ness；it　is
current　Americans　who　are　fascinated　by　it　immensely．　They　seem　to　seek　for　a　source　of　organi．
zation　vitality　in　what　Japanese　begins　to　forget，　or　neglects．
　　　At　international　age，　it　is　also　a　innovator　in　a　new　sence　who　rediscover　the　merits　of　Japanese
management　from　internationa！standpoint，　and　redevelop　it．
、
一：128一
